「アジア地域における効果的な鉄道整備・近代化の推進支援に関する調査」に
関する報告書

１．業務の目的
鉄道網の整備・充実は、環境にやさしい交通網の実現、エネルギー消費量削減のための手段としても国際的に注目を集めている。
特に、今後一層の経済成長が見込まれる東南アジア諸国においては、大都市への人口集中が進む一方、鉄道網の状況は既存施設のメンテナンスが不足し老朽化も進んでいる結果、鉄道の運行の遅延や事故等が発生している、あるいは、そもそも都市鉄道が未整備で交通渋滞が慢性化しているなどの課題があり、鉄道網の整備・充実は必須であると言える。　

上記状況を踏まえ、特に鉄道の整備・近代化が急務であるミャンマーを中心に、対象諸国における鉄道の現状および課題を分析するとともに、我が国の鉄道システムの導入および普及に資することも念頭に置きつつ、当該諸国における鉄道網の整備・近代化に向けた施策の展開に資する提言を行うことを目的とする。

２．業務活動の方法及び項目
（１）業務の進め方
いずれの業務も、当機構が単独で調査・研究を行った（一部調査支援業務の委託あり。）。
　
（２）業務項目
本年度の業務項目は、以下の通りである。

1 ミャンマーにおける鉄道の整備・近代化に対応した鉄道関連法制・経営管理体制等のあり方に関する研究
2 トルコにおける鉄道整備・近代化のあり方に関する研究
３．業務の内容
ここでは、報告書にまとめた各業務の内容について紹介する。なお、特に(１)については、「ミャンマー鉄道改善検討委員会　報告書」（2013年３月取りまとめ）において取りまとめられた、ミャンマーの鉄道の改善・近代化に係る提言も踏まえて行った。
（１）ミャンマーにおける鉄道の整備・近代化に対応した鉄道関連法制・経営管理体制等のあり方に関する調査
ミャンマーでは、鉄道関連の法律として、英国植民地時代の1890年に制定された法律があるが、軍政以降後、鉄道整備・運営は、ミャンマー鉄道（MR）が行うことが事実上前提とされており、実態とそぐわない状況が続いていた。
近代化が急速に進むなか、鉄道法制についても、鉄道会社の新規参入、新たな時代にふさわしい安全、運行等に関する技術基準、企業の資金・技術を活用する官民連携（PPP）方式の活用等に備えた新たない法制のニーズが高まっていた。2015年度では、こうした状況を受け、鉄道法制125年ぶりの改訂となる、鉄道事業法の制定が行われ、実際に2016年1月に公布された。本研究は、その制定過程においてミャンマー側を支援し、安全基準等の技術基準、官民連携（PPP）方式をはじめとする経営管理方式のあり方等について、具体的に、支援を行った。
新しい経済環境にふさわしい、安全基準等の技術基準への改訂、企業の資金、技術等を活用できる官民連携（PPP）方式の具体的な制度設計等について、ミャンマー側からの支援ニーズが大きく、5回にわたる現地調査において、法律や技術基準等の改正、制定を実務者として担当する、法令担当チームとの間で、意見交換を重ね、ミャンマーの環境における法令の近代化、技術基準等の設定を支援した。
なかでも、電気、電車関連の技術基準、官民連携（PPP）方式における官民のリスク分担のあり方等については、関心が特に強く、繰り返し、日本等の例も示しつつ、丁寧に意見交換を行い、ミャンマー側の立案作業を支援した。また、政権交代の時期にはあったが、ミャンマー鉄道の経営体制のあり方として、将来の民営化等について、日本の経験等も踏まえて、説明、意見交換等を実施した。
（２）
トルコにおける鉄道整備・近代化のあり方に関する調査
トルコについては、現地の大学と共同で、トルコにおける近年の高速鉄道および都市鉄道の整備状況並びに政策の将来展望について最新情報を収集するとともに、今後のインフラ整備において非常に重要な役割を果たすと考えられる官民連携（PPP）方式に注目し、トルコにおける鉄道インフラ整備について、その適用状況を、法制度面、計画や関連事例等を比較検討する等により、具体的に調査した。
本調査でも、トルコにおけるBOT方式を中心とする法制度及び交通インフラ整備事業をBOT方式に行う事例に関し分析を行った。平成27年の総選挙後の最新の時点で、モノレールの整備計画等について、関係自治体等へのアンケート調査も行い、今後の整備の方向性等の調査を実施した。
政府主導で行われている高速鉄道計画のみにとどまらず、企業等主体で行われている高速鉄道事業（BOT式アンカラ−カイセリHST事業）についても、個別の鉄道関連BOT事業の事例として、相当詳しく調査できた点、BOT方式を巡る政府、投資家、事業者等、トルコ国内の関係者間の状況等についての情報も得られた点は、新規の調査内容と考える。
また、外国投資家（鉄道事業者含む）がトルコでBOT方式に参加する場合における規則・手続き、車両の調達の内政化率の実例等に関する情報も得られたことは、トルコにおいて、BOT方式による鉄道インフラへの何等かの関与を検討する日本の関係者に一定の意義があるものと考える。
これらの取り組みを通じ、トルコの鉄道整備の推進における法令面、制度面における潜在的な課題を整理することができ、政府、地方自治体関係者との意見交換等を通じて、トルコにおける鉄道整備の推進にしすることが出来た。また、我が国の鉄道関係者企業にたいしても、トルコの鉄道分野に進出を検討する際、有用な参入手続き等に関する情報を提供することが出来た。
４．事業の成果、達成状況
本事業は、特にミャンマーの鉄道に係る上記研究の実施（我が国の鉄道技術の普及を含む。）を通じて、ミャンマーの鉄道法制・経営管理体制のあり方等の検討過程に具体的に支援することができ、ミャンマーの鉄道システムの近代化、透明性向上等に向け、法令・技術基準担当の実務者のレベル向上を図ることが出来たと考えられるなど、所期の事業目標を達成したと考える。
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